
地方鉄道復活のためのシナリオ 
―鉄道事業者の自助努力と国・地方の適切な関与― 

＜概 要 版＞ 

 

１．はじめに 

 鉄道は、一般的に他の交通機関に比べて大量性、速達性、定時性において優位性を発揮

するとともに、輸送需要が多い場合は、それらの優位性に加え、経済性や環境問題等の面

でも大きな効果を発揮することができる。 

 一方、輸送需要が少ない地方鉄道は通勤・通学をはじめとする日常生活を支える輸送機

関としての役割を担っているが、モータリゼーションの進展や過疎化、少子高齢化等によ

り、それらの優位性が発揮できず、鉄道の維持・存続自体が課題となっている路線も少な

くない。さらに、鉄道施設の老朽化が進んでいる等、安全の確保の観点からも今後一層厳

しい状況が見込まれる。 

 最近では、高松琴平電気鉄道の経営破綻からその再生・新生に向けての動きや、京福電

気鉄道越前本線での２度の列車衝突事故発生後の地域での対応をはじめ、地方鉄道の経営

や安全管理に関する事例が発生している。 

 国鉄の特定地方交通線を引き継いで誕生した特定地方交通線転換鉄道も、開業後十数年

を経過するとともに地方鉄道新線がすべて開業し、新たな局面に入りつつあり、また、整

備新幹線の並行在来線についても盛岡・八戸間の整備新幹線の開業に伴い、新たな経営形

態が生まれたところである。 

 一方、地方都市交通の分野では、欧米の潮流を受けて路面電車見直しの動きが活発化し

つつある。 

 これまでの地方問題に関する考え方としては、最近では運輸政策審議会第 16 号答申（平

成 10 年６月）や同第 19 号答申（平成 12 年８月）等において触れられているが、これら

の答申は鉄道全般についての考え方であり、必ずしも地方鉄道に焦点を絞った考え方が示

されているわけではない。 

 本報告書は、平成 14 年４月に国土交通省鉄道局長の行政運営上の検討会として発足し

た「地方鉄道問題に関する検討会」において、ほぼ１年かけて、幹線鉄道や大都市圏鉄道

とは異なる性格を有する地方鉄道を専らの対

象として、今後の地方鉄道の在り方について検

討してきたものである。 
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　　検討対象　　中小民鉄53社、転換鉄道等38社、公営 3社  （計　94社）
　　営業収入　　65億円～1千万円弱
　　輸送密度　　17,000～100人程度

　注） 地方鉄道は４３道府県に存し、存しない都県は東京都、

 

２．地方鉄道の現況等 

（１）地方鉄道の現状と課題 

①地方鉄道の範囲 

 地方鉄道の範囲を、地方における中小民鉄

（路面電車を含む。）、転換鉄道等（国鉄特定

 1 
 　　  奈良・大分・沖縄県のみ

図１ 地方鉄道のすがた（平成 12 年度・ 

   全国比） 



地方交通線転換鉄道及び地方鉄道新線）、路面電車専業の地方公営及び整備新幹線並行在

来線とし、ＪＲや大手民鉄のローカル線等を含まないものとすると、平成 13 年度初時点

で、事業者数は 94 社である（表１）。地方鉄道のすがたを全国比でみると輸送人員、輸

送人キロ、営業収入は非常に小さく、また、営業収入、輸送密度は会社ごとに非常にば

らつきがある（図１）。 

表１ 地方鉄道事業者一覧（平成 13 年度） 
営業キロ 輸送密度 営業収支率 営業キロ 輸送密度 営業収支率 営業キロ 輸送密度 営業収支率 営業キロ 輸送密度 営業収支率
（キロ） （人/日・キロ） （％） （キロ） （人/日・キロ） （％） （キロ） （人/日・キロ） （％） （キロ） （人/日・キロ） （％）

広島電鉄  (†) 34.9 16,555 95.7 北陸鉄道 22.7 2,277 99.0 伊勢鉄道 22.3 3,037 99.3 北越急行 59.5 7,087 73.0

静岡鉄道 11.0 14,653 96.7 松本電気鉄道 14.4 2,216 103.1 甘木鉄道 13.7 1,909 106.0 愛知環状鉄道 （*) 45.3 5,379 102.9

伊豆箱根鉄道 29.4 14,377 88.4 福井鉄道  (†) 21.4 2,205 111.2 くま川鉄道 24.8 1,605 116.3 智頭急行 56.1 2,785 78.7

江ノ島電鉄 10.0 13,676 82.4 京福電気鉄道  (†) 70.2 2,090 157.2 真岡鐡道 41.9 1,557 106.8 鹿島臨海鉄道 53.0 2,474 101.8

箱根登山鉄道 15.0 11,336 93.1 富山地方鉄道  (†) 99.6 1,852 106.3 信楽高原鐡道 14.7 1,315 150.7 阿武隈急行 （*) 54.9 2,140 105.5

遠州鉄道 17.8 11,219 85.1 小湊鉄道 39.1 1,769 99.8 平成筑豊鉄道 49.2 1,179 110.7 土佐くろしお鉄道 （*) 66.6 1,291 106.2

総武流山電鉄 5.7 9,854 90.6 日立電鉄 18.1 1,710 110.2 松浦鉄道 93.8 1,096 103.9 北近畿タンゴ鉄道 （*) 114.0 1,168 135.5

伊豆急行 45.7 7,944 93.4 上田交通 11.6 1,707 103.7 会津鉄道 57.4 1,021 145.2 野岩鉄道 30.7 1,052 131.1

筑豊電気鉄道 16.0 7,612 102.9 熊本電気鉄道 13.1 1,591 107.7 天竜浜名湖鉄道 67.7 991 120.3 井原鉄道 41.7 993 176.1

豊橋鉄道  (†) 23.4 6,268 88.5 近江鉄道 59.5 1,501 110.5 山形鉄道 30.5 872 186.3 樽見鉄道 （*) 34.5 816 126.9

叡山電鉄 14.4 5,781 95.3 茨城交通 14.3 1,458 99.2 若桜鉄道 19.2 858 127.9 三陸鉄道 （*) 107.6 511 121.0

高松琴平電鉄 60.0 5,575 102.7 十和田観光電鉄 14.7 1,443 112.4 のと鉄道 94.1 824 160.1 秋田内陸縦貫鉄道 （*) 94.2 380 234.1

関東鉄道 55.6 5,219 93.4 一畑電気鉄道 42.2 1,434 150.1 明知鉄道 25.1 810 114.5 阿佐海岸鉄道 8.5 194 445.8

福島交通 9.2 5,211 85.3 島原鉄道 78.5 1,205 108.8 わたらせ渓谷鐡道 44.1 793 153.1 長崎電気軌道 11.5 16,173 99.7

秩父鉄道 71.7 5,166 102.7 加越能鉄道  (†) 12.8 1,154 133.3 いすみ鉄道 26.8 764 212.0 阪堺電気軌道 18.7 4,987 117.5

伊予鉄道  (†) 43.5 4,984 98.9 銚子電気鉄道 6.4 1,124 142.4 由利高原鉄道 23.0 742 189.2 岡山電気軌道 4.7 3,693 85.2

水間鉄道 5.5 4,571 88.9 大井川鐵道 65.0 1,017 115.1 錦川鉄道 32.7 737 120.5 土佐電気鉄道 25.3 3,217 114.6

長野電鉄 70.5 3,643 103.3 岳南鉄道 9.2 883 112.4 長良川鉄道 72.1 654 129.9 熊本市交通局 12.1 7,858 126.8

黒部峡谷鉄道 20.1 3,553 103.9 津軽鉄道 20.7 766 112.7 南阿蘇鉄道 17.7 633 110.9 鹿児島市交通局 13.1 7,576 90.5

富士急行 26.6 3,391 95.7 鹿島鉄道 27.2 678 155.9 北条鉄道 13.7 615 163.1 函館市交通局 10.9 5,287 118.7

水島臨海鉄道 10.4 3,182 106.7 東海交通事業 11.2 468 181.6 高千穂鉄道 50.0 557 133.8 しなの鉄道 65.1 8,164 125.4

上信電鉄 33.7 3,010 120.2 くりはら田園鉄道 25.7 252 183.3 三木鉄道 6.6 361 292.0 （長野～富山間）

三岐鉄道 27.6 2,733 99.0 紀州鉄道 2.7 250 276.0 北海道ちほく高原鉄道 140.0 302 269.3 （石動～津幡間）

弘南鉄道 30.7 2,493 97.4 有田鉄道 5.6 20 210.5 神岡鉄道 19.9 86 132.2 （IGRいわて銀河鉄道）

上毛電気鉄道 25.4 2,364 134.4 （青い森鉄道・青森県）

注１）　 (†)は路面電車兼業、（*)は特定地方交通線転換鉄道線区を含む （八戸～青森間）

注２）　 営業収支率＝営業費用／営業収入×100（％） （肥薩おれんじ鉄道）
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②輸送量の減少と経営悪化に苦しむ地方鉄道 

 地方鉄道全体の輸送人員は、地方鉄道新線の開業による増加分があったものの、ここ

10 年一貫して減少を続け（図２）、各社別に輸送人キロをみると、平成 3年度と 13 年度

を比較すると減少率が 30％を超えた会社は 27

社となっている。 

 財政状況をみると、平成 13 年度において鉄・

軌道業営業損益が黒字は 94 社中 26 社、全事業

の経常損益で黒字計上は 32 社にすぎない。さら

に、貸借対照表上資本合計（自己資本）がマイ

ナスとなっている債務超過の会社は 9社あり、

また、全事業者の当期損益と鉄軌道業の減価償

却を加えたものをキャッシュフローとすると、   図２ 地方鉄道の輸送人員と 
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 営業収支率の加重平均をみてみると、輸送密

度が小さいほど赤字を計上している事業者が多

く、逆に輸送密度が大きい事業者は黒字を計上

している（図３）。 
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 こうした地方鉄道を取り巻く厳しい状況を反

映して、昭和 62 年度以降地方鉄道 11 社が廃止

となり、また営業中の地方鉄道も 10 路線が（一

部）廃止されている。 
図３ 輸送密度と営業収支率 

   の関係（平成 13 年度） 
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③保安度の向上・近代化の遅れ 

 鉄道を運営するに当たっては、維持管理に相

当の費用がかかるが、修繕費については収入面

を考慮して決定せざるを得ない面があり、適切

な修繕の確保が困難な状況にある。 

 運転事故件数をみると、総じて減少している

ものの、発生頻度はＪＲや大手民鉄の約３倍

（図４）、過去５年間における列車衝突事故及

び列車脱線事故については、いずれも 1/4 が地

方鉄道で発生し（図５）、輸送障害の列車走行

キロ当たりの発生状況は、民鉄全体の約４倍の

発生頻度となっている（図６）。輸送障害のう

ち、鉄道係員の不適切な取扱い、車両故障、線

路・信号装置の故障等の部内原因による輸送障

害は増加傾向を示している。さらに、集中豪雨

や台風等による鉄道施設の災害状況（被害額

1,000 万円以上）は、民鉄全体の半分を占めて

いる状況にある（図７）。 

 

 

   図６ 列車百万キロ当たりの輸送障     図

      害件数の推移 

 また、地方鉄道は開業後 70 年以上を経過してい

トンネル等の施設や車両の経年劣化が安全確保上重

大々的な更新は避けられないことになる。 

④人材確保と技術力維持の困難性 

 施設、車両の保守面においては、少ない社員数で

育成が困難な状況がみられる。また、保守作業を外

術力の空洞化による保守管理が適正に機能しなくな

 3 
注）民鉄には軌道も含む 

図４ 列車百万キロ当たりの

運転事故件数の推移 
（

る

図５ 列車衝突事故件数の推移 
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ものが約 7割あり（図８）、橋梁や

要な課題であり、将来的には設備の

運営している中で、人材確保と人材

注に頼らざるを得ないことから、技

るおそれがある。さらに、管理職世



代が少人数で職務を兼務していることなどもあり、技術の維持・継承を行うことが難し

い状況となってきている。 

（２）地方鉄道を取り巻く現況 

①モータリゼーションの進展 

 マクロ的にみると、昭和 54 年度に国内旅客輸送の輸送分担率は人キロベースで自動車

が鉄道を逆転した（図９）。地方鉄道の多くは平均乗車キロが 15km 以下となっており、

幹線的なものは少なく、地域的な輸送を担うものが多い。これらは、通勤・通学・買物・

通院等日常的に利用される交通機関として、自家用車との競争関係又は代替関係が見ら

れる。 

 一般的に、地方都市圏においては、通勤・業務・私用のいずれの目的とも公共交通機

関の利用に比べて自動車利用が圧倒的に高く、生活の中で自動車が大きな地位を占めて

いる（図 10）。我が国の人口千人当たりの乗用車保有台数はイギリスを上回っているが

フランス、ドイツ等を下回っている（図 11）。これらの国においては一貫して保有率が

増加していることもあって、我が国においても暫くは自家用車の増加は続くとみられる。 
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    図８ 地方中小鉄道の開業後の      図９ 国内旅客輸送の機関 
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 出典）全国パーソントリップ調査集計結果  

    図 10 代表交通手段構成        図 11 乗用車保有台数／千

②沿線人口の減少と少子・高齢化の進展 

 日本の人口集中地区（ＤＩＤ）人口の数値は一貫して増加している。この

疎地を抱えるルーラルな地方鉄道の沿線人口の減少につながっている。また

出生率は低下傾向が続き、少子化は止まらない状況にあり、主要な顧客であ

が減少している。さらに、65 歳以上の老年人口の割合が 20％を超えている

年度で 23 に及んでおり、20～65 歳の生産年齢人口の減少と相俟って安定的
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図 12 年齢３区分別の

を占めている通勤輸送その他の輸送が減少して

いくことにつながる（図 12）。 

③デフレ経済 

 かつては可能だった運賃値上げを前提として

所要の増収を確保するという事業経営が極めて

難しくなっている。また、転換鉄道等にとって

は、転換交付金等で造成した経営安定基金の運

用利率が低下し、当初想定したスキームでは維

持存続が相当困難になってきている。現在の金

利情勢における基金の運用果実は 1％未満とな

っている（図 13）。さらに、金融機関の不良債権

処理のための貸し渋り、貸し剥がしといった動

きや、平成 17 年度には固定資産の減損会計基準

が適用される予定であるなど国際会計基準に則

った新たな会計基準を導入する動きもあり、金

融面・財務面からも非常に厳しい時代が到来し

ている。 
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図 13 金利の④国と地方両方の財政赤字 

 バブル崩壊以降、国も地方も大幅な財政赤字

と巨額な債務残高を抱えている状況にある（図

14）。 

 

３．今後の地方鉄道の在り方 

（１）基本的考え方 

 今後の地方鉄道の在り方の基本的な考え方は

以下のように整理できる（図 15）。 図 14 国・地方別の

①地方鉄道は地域の基礎的な社会的インフラであ

り、地域が一丸となって支えるという視点が極めて重要 

 地方鉄道は地域の住民の足として、また地域振興の手段として毎日休む

され、人々の営みを支えており、地域にとって基礎的な社会的インフラで

とができる。 

 地域住民の日常的な生活に活用されている地方鉄道については、地域の

ば可能な限り維持されることが望ましいと考えられる。このため、鉄道事

鉄道輸送サービスの向上に努めるとともに、安全性の向上、合理化、サー

図り、自立的な経営を目指していく必要があるとともに、鉄道事業者が地

鉄道利用の喚起を図っていくことが重要と考えられる。 

 地域においても、鉄道事業者と地元地方自治体、地元住民、地元企業等

携しつつ、「自分たちの鉄道」という思いのもとに、地域が一丸となって支

点が極めて重要となっている。 
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②地方中核都市においては「都市の装置」として活用 

 地方鉄道は「都市の装置」として利便性と快適性を高め、街づくりの核となるインフ

ラとして活用していくべきであり、やや広域的には、地方中核都市と周辺都市を結ぶ「地

域の装置」として地域づくりの観点からも活用していくことが必要である。 

③輸送需要が少なく採算の確保が相当困難な地方鉄道の存続の是非については地域において判

断 

 従来から、我が国の交通政策においては、経済効率性の観点から、鉄道は鉄道特性の

発揮できる場合を中心とし、輸送需要の少ない路線では当該鉄道を廃止し、（乗合）バス

を中心とした交通体系に移行することが望ましいとの基本的立場に立ってきた。国鉄経

営再建の議論の際には、輸送密度 8,000 人、4,000 人が指標として使われた。しかし、

鉄道からバスに転換した場合、輸送需要が鉄道から自家用車へ一部転移し、バスの輸送

需要が減ってしまうケースもある。このため、バスに転換したとしても経営が成り立た

ず、結局は当該地域において全く公共交通機関が維持できないと見込まれる場合も考え

られる。 

 地方鉄道が有する定時走行、積雪時の対応、駅のランドマーク性等は乗合バス等では

代替できない機能である。 

輸送需要が相当程度少なく自立経営が困難な状態に陥っている鉄道を維持するか、バス

に転換すべきかは、基本的に当該地

域において判断すべきである。 

図 15 
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・ 国、都道府県、市町村が適切な役割分担のもと、鉄道

事業者の自助努力を前提に、地域の利用者のニーズ

に合致し、選択がなされる魅力的な交通機関へと脱皮

を図っていくことが必要 
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 しかしながら、鉄道にはバスにな

い存在意義があるにしても、その維

持存続のために過重な負担を強いる

ことになれば、地方鉄道が存在しな

い非沿線市町村との不公平感を生じ

させることになる。そのため、鉄道

事業者が退出を決め、地域において

も政策的な支援を行わないこととし

た場合には、当該地方鉄道の維持存

続よりもバスに転換することが適当

と考えられ、その場合には鉄道が廃

止されることは已むを得ないものと

考えられる。 

④地方鉄道復活のためのキーワード：

鉄道事業者の自助努力と国・ 

 地方の適切な関与

 我が国においては大都市圏における人口集中が

輸送密度が高い。このため、大都市圏の都市鉄道

立経営が成り立っているとともに、分割民営化と

事情がある。一方、日本においても地方鉄道にお
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化に苦しんでいる鉄道事業者もある。 

 地方鉄道においては、日本の鉄道運営におけるこうした鉄道事業者自身が自立的な経

営を目指す観点と、欧州の鉄道事情に近い考え方、すなわち、輸送密度が小さな地方鉄

道を維持していくためには公的負担が不可欠とする観点を両立していく必要がある。 

（２）地方鉄道事業者に求められる取組み 

 輸送量が減少していくことの構造的又は他律的な要因が多いことも否めないが、日々

の輸送を担う地方鉄道事業者自身が今後努力していくべきものも少なくない。それは、

旅客ニーズに的確に対応しつつ、1つには増収努力であり、もう 1つは費用節減のため

の努力である（図 16）。 

（３）国と地域の役割 

①国は地方鉄道問題に今まで以上の関与をしていくべき時期に来ている 

 地方鉄道の中には輸送需要の減少を反映して財務的に危機的な状況の会社もあり、存

続問題に直面しているものや、活性化策を改めて講じなければならないものがある。こ

のような状況を踏まえると、地方鉄道問題に関し、地域の主体的な関わりを前提として

国としても今まで以上の関与をしていくべき時期に来ている。 

 経営者の強力なリーダーシップによる旅客
ニーズへの的確な対応 

増収努力 

費用削減努力 

・ 魅力ある交通機関への脱皮 
・ 利用者の声の把握 

・ 鉄道とバスの乗継ぎの円滑化の取組み 
・ 成功例を貧欲に取り入れる 
・ 地域、大手鉄道事業者との連携 
・ 手作りで増収に積極的に取り組む姿勢 

・ メンテナンス費用等の低減化策 

・ 成功例を貧欲に取り入れる 

・ 経営の合理化 

・ 生産性の向上（効率的な要員体制） 

・ 人件費／運輸収入を65％程度以下に 

 今後は、国は「地域・利用者とともに考える」姿

勢の下で、公共交通の健全な経営維持のための取組

みやサービスの改善等を推進することが必要であ

り、地方鉄道の問題については、地域の問題だけに

とどめずに、国、特に地方運輸局（運輸支局を含

む。）が地域と連携して適切に対処していくべきで

あるし、加えて、地方自治体や鉄道事業者から期待

される存在となっていかなければならない。 

②具体的な国の役割 

＜安全の確保＞ 

・安全確保に対する社会要請に応じた積極的な

関与が求められる。 図 16 地方鉄道事業者に求め

られる取組み ・地方鉄道の実態にあった適切な保守レベルの検

討を行っていく必要がある。  ・ 近代化補助は 5 つの補助制度のうち支援措置
の核  

・ 鉄軌道の近代化促進、経営収支及びサービス

の改善、保安度の向上に多大な貢献  

 
 
 
・ 赤字路線が補助対象の要件  
・ 投資効果が大きい方の路線の改善の遅れ  
・ 経営改善による黒字化と自己負担整備の困

難化によるディスインセンティブ  
・ 安全確保の観点から大規模修繕（補修）に

対する補助対象化  
・ その他補助要件の緩和  

改善要望や指摘事項  

＜地方鉄道事業者に対するきめ細かなアドバイス＞ 

・全国の鉄道事業者が取り組んでいる増収策、費用

節減策、安全確保に関する様々な工夫策等に関す

る情報を有して、親身かつ的確なアドバイスをし

ていくことが求められる。 

・監査計画に基づき実行する保安監査や業務監査

のほか会計監査の充実を図っていくことも 1 つ

の方法である。 

図 17 近代化補助について 
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＜地方運輸局の積極的な貢献＞ 

・安全の確保やきめ細かなアドバイスについては積極的な貢献が求められる。 

・公共交通活性化総合プログラム等を活用した関係者間のコーディネート（調整）機

能や総合力を積極的に発揮していくことが必要である。 

・シームレスなネットワーク及びサービスシステムを構築する観点から、地方鉄道と

ＪＲ、大手民鉄等が互いに連携をしていくことを促進していくことが重要であり、

例えば、関係者が共同で検討する機会を提供したり、直接関係者に協力を促してい

くことが必要である。また、地方整備局と連携・協力していくことが必要である。 

・地方自治体との連携強化を図るとともに、他の地方自治体の事例の紹介や地域の各

種検討について支援を行っていくことも重要である。 

＜効率的な補助制度の構築＞ 

・現時点で国が地方鉄道に対して行っている補助制度は、鉄道軌道近代化設備整備費

補助（近代化補助）(図 17)、踏切保安設備整備費補助、鉄道災害復旧事業費補助、

公共交通移動円滑化設備整備費補助、交通施設バリアフリー化設備整備費補助の実

質５つである。これらは、国が鉄道事業者に対し、地方自治体と協調して補助して

いる。国は補助制度について硬直的であってはならず、必要な改良を加え常に効果

的な補助制度を構築していく必要がある。 

・国が地方鉄道に対して補助を行っていくこととすると、貴重な国民の税金を国レベ

ルの観点から地域的な地方鉄道に投入するということになるわけであるが、今後検

討すべき支援としては図 18 のような方向性が考えられる。 

今後検討すべき支援の方向性 

１．鉄道は安全の確保が大前提であり、国及び地方自治体は適切に支援 
 

 
・ 安全性緊急評価事業等を踏まえ新たな施策が求められる 
 
 

 
・ 鉄道事業者の最大限の効率化と地域の積極的な取組みが前提 
・ 例えば鉄道特性を発揮できると考えられる一定程度の輸送需要があるものの赤字体質のまま輸送需
要の減少がみられる場合や、黒字路線と赤字路線が併存し輸送需要の大きい黒字路線を活性化すれ
ば会社全体の財務体質の強化が見込まれる場合等 

・ 設備の近代化等をより一層促進していけば近い将来自立経営が可能と見込まれるもの 
 
 
 
 
 
・ 広域的な公共交通ネットワークの１つとして、乗合バスと同様の生活交通を担っているものとして
地域における協議会等において当該鉄道を維持すべきと地域が判断し、かつ、支援していくことが

決定されたもの 
・ この場合の国が判断すべき基準や補助対象については、今後具体的に検討していく必要がある 
 
※ なお、特に第２や第３の場合において、補助により鉄道事業者がモラルハザードに陥らないよう 
  に、すなわち「努力するものが報われる」支援制度としていく必要がある 
 

３．地域が鉄道を維持すべきと判断し、かつ、支援していくことが決定されたもののうち、国とし 
  ても、利用状況、広域性、効率的な運行の可否、収支率、経緯等からみて当該鉄道を支援すべ 
  きと判断できる場合には、一定の年限を限り国と地方自治体で助成 

２．鉄道事業者が策定する自立化のための計画に基づき一定の年限を限り近代化補助を拡充する 
  といった「補助の重点化・弾力化」 

 

図 18 今後検討すべき支援の方向性 
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③地域の主体的な関わりが重要 

 鉄道の発展形態をみると、明治以降、全国的な鉄道ネットワークの形成については国

及び国鉄が、それ以外の地域内の交通については他の民間鉄道事業者がそれぞれ主とし

て担ってきた時代が長く続いてきたために、鉄道の問題は、いわば直轄で事業を行う国

（又は国鉄）固有の問題か、規制をする主体客体としての国対鉄道事業者の問題とされ、

地方自治体は大きな関わりをしてこなかった。 

 しかし、国鉄の特定地方交通線の転換の際に、地域として維持存続することにした路

線を、関係道府県や市町村が出資した第三セクターという形態として再出発させること

になり、鉄道問題に関与していくこととなった。 

＜鉄道サービス維持の是非は第一義的には地域が判断＞ 

・鉄道事業者の経営効率化等の自助努力と、運賃水準等を加味した鉄道を利用する地

域住民の適正な負担の在り方や支援スキームを勘案して地域での合意形成がとれる

かどうかを判断していく必要がある。 

・その際の判断材料として地域において行う費用対効果分析も有用であり、国は地方

鉄道に対する費用対効果分析マニュアルを提示していくことが考えられる。 

＜地域における維持整備の手法＞ 

・鉄道の維持整備には相当の費用がかかり、様々な整備手法がとられている（表２）。 

・維持整備手法については、地域において検討していくことになるが、その場合にも

国及び地方運輸局は適切な支援をしていく必要がある。 

表２ 地域における維持整備手法 
維持整備手法 事   例   等 

民鉄の三セク化 ・くりはら田園鉄道（旧栗原電鉄） 
・万葉線（旧加越能鉄道） 
・えちぜん鉄道（旧京福電気鉄道越前本線・三国芦原線） 

運  行 施 設 の 保 有 
三陸鉄道 地元自治体（施設の一部） 
青い森鉄道 青森県（鉄道線路） 

①施設の保有と 
 運行の分離 

・インフラの維持管理や整備に係る過重な資本負担等から解放ないし軽減 
・輸送事業専念化による効率的な経営 
・運行事業者と施設保有主体間において確実な意思疎通が図られ、役割を明確にしておく必要が 
 ある 

②その他 ・基金の積み増し、増資、固定資産税の減免、設備投資の事業者負担分の負担、鉄道維持費補助、 
 欠損補助等 

①②の組み合わせ ・鉄道事業者の負担を極力少なくしてその活力を導き出す方式（群馬県型の保有と運行の分離） 

＜街づくり等の観点からの支援策＞ 

・地方鉄道の活性化策として、街づくりや地域づくりの観点から地方自治体が地方鉄

道の輸送需要に結びつくような施策を講じることは長い目でみると非常に有効であ

る。 

・駅周辺に無料の駐車場や駐輪場を整備してパーク＆ライドを促進したり、駅に人が

集まるように図書館等の公共施設や街のランドマークとなる施設を併設して住民の

コミュニティーの場にするようなことが効果的である。逆に沿線にあった学校や病

院等が廃止又は移転して輸送量の減少を招いている例も多く見られる。 

・交通問題を地方鉄道の維持整備という観点で矮小化して考えるのではなく、街づく

り等と交通問題を大きく融合させ、地域レベルでも鉄道行政と都市・地域整備行政

や道路行政等との連携、協力が期待される。 
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４．今後の形態別地方鉄道の在り方 

形 態 在    り    方 

中小民鉄 
 

・都市部の機能を支える中核的な交通機関として、快適性と利便性を追求し、更なるサービスの高度化 

 に努める 

・黒字路線については、既存の補助制度を活用してより人にやさしい交通機関を目指す 

・赤字路線については、引き続き近代化補助等を活用し、安全の確保やサービスの改善、経営体質の強 

 化に努める 

・国は近代化補助の改善要望について検討を加えるとともに、鉄道事業をより活性化させ、自立経営が 

 見込まれる場合には、時限的に補助の厚みを増すことを検討する 

・多くの民鉄事業者においても経営改善や工夫の余地が残されている 

・自立経営が相当困難な状態に陥っているものについて維持存続させていく必要がある場合には、鉄道 

 事業者においても最大限の努力を行った上で、地域が一丸となって利用促進等に努めていく 

・生活交通を担っている鉄道として、地域においてその維持と支援について合意がとれたものの中には、 

 国としても地方自治体と協調して当該地方鉄道の復活の道を模索することが必要なケースもある 
 
特定地方 
交通線 
転換鉄道 

・地域においては、沿線の市町村を中心に地域の鉄道として支えていくという視点を改めて問い直し、維

持していく場合には、鉄道事業者の自助努力を前提に、自立には限界のある事業者に対する支援を図っ

ていく 

・国としては近代化補助等による支援を行っていくことが必要 

 
 
転
換
鉄
道
等 

 

地方鉄道
新線 

・地元の要望により新線として開業したものであり、維持存続のための支援については地域が率先して行

っていくことが必要 

・経営手腕をもって事業者が自助努力をするとともに、あらゆる活性化策を地域が中心となって講じてい

くことが重要 

路面電車 

・路面電車自体が都市の個性の象徴的存在であり、魅力ある都市づくりに活用可能 

・国土交通省の関係局が連携して整備支援のスキームを拡充していくことが必要。例えば新たなＬＲＴ 

 整備に向けて支援のスキームが欠けているという指摘がある 

・超低床車両の導入、電停拡幅、電車優先信号化（ＰＴＰＳの導入）、運賃収受システムのＩＣカード 

 化等を総合的かつ積極的に進め、表定速度を向上するとともに利用者の拡大を目指していく 

・路面電車事業のみを営み地下鉄事業を行っていない公営交通 3市（函館市、熊本市、鹿児島市）につ 

 いては、安全確保の観点からも近代化補助の対象とすべきとの指摘がある 

・公営の路面電車事業についても、他の地方公営企業と同様、更なる経営健全化努力が必要 

並行在来線 
・それぞれ固有の事情を内包しているが、既存の鉄道事業者の取組み等を参考にして最大限の自助努力 

 をしていくとともに、地元に密着した鉄道として関係自治体が支援していくほか、国としても他の地 

 方鉄道一般に対する措置と同様に適切に対応していくことが必要 

ＪＲ、大手・ 
準大手民鉄の 
ローカル線 

・ローカル線の取扱いについては、鉄道事業者の経営判断に属する事項だが、鉄道事業の公益的性格と企

業の効率化の観点を踏まえ、鉄道事業者において適切に対処していくことが必要 

・ＪＲ各社は、国鉄からの分割民営化時に事業全体として黒字が確保できるよう所要の政策措置を講じ 

 たこと等を踏まえ、状況変化や経営内容等について十分な説明を行う責任がある 

・地域においても危機感をもって早め早めに積極的に利用促進に励むことが必要 

 

５．おわりに 

 地方鉄道を維持整備するための、鉄道事業者、国、地方の役割を中心に述べてきた。地

方鉄道は当然のことながら、利用者が利用してくれることが必要であり、草の根的に鉄道

利用促進に努力している一般市民やＮＰＯ等の存在も欠かせない。地域の鉄道をこよなく

愛し、その改善を求めていく人たちの声に対し、とりわけ前向きな改善施策に対しては、

地方鉄道事業者はもちろんのこと行政側も真摯に耳を傾けていく必要がある。 

 さらに、欧米諸国においては、鉄道サービスは公共的サービスという認識が強いが、我

が国においては、民営的手法で経営していくべきという意識が強い。加えてヨーロッパで

は、環境問題に対する国民一人一人の意識が強く、車の渋滞をなくし、都市における鉄道

の復活を目指して積極的な財源投入がなされている。 

 我が国においても、地方鉄道を真の意味で近代化し、魅力あるものとしていくために、

公民の役割分担も踏まえつつ、新たな支援やシステムの在り方について検討していく必要

があると思われる。 
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